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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支援
枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支援
枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）

合計 158,417 148,583 20,580 104,330 3,768 0 19,905 9,834

令和6年度住民税均等割非課税
世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○
物価高騰対策支援・定額減税不
足額給付事業

Ⅱ．物価高の克服 － 108,098 108,098 0 104,330 3,768 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4527世帯×30千円、子ども加算　130人
×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　4991人　
(116320千円）　　のうちR7計画分
事務費　3768千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4527世帯）、定額減税を補足する給付（うち
不足額給付）の対象者数（4991人）

－ R6.12 R8.3 対象世帯に対して令和7年8月までに支給を開
始する R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R6補正）

2 0 0

令和６年度低所得世帯支援枠等
関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3 0 0

事務費
（上乗せ・横出し）

4 0 0

5 R6_補正 推奨事業 ○
北秋田市宿泊事業者等支援事
業

Ⅱ．物価高の克服
⑧地域公共交通・
物流や地域観光
業等に対する支援

24,437 20,580 20,580 3,857

①宿泊者へ地域クーポン券を配布することにより、市内宿泊需要の喚起とクーポ
ン利用による地域経済の活性化に繋げ、市内の宿泊事業者等の物価高騰に対
する影響を緩和する。
②委託料
③≪委託料24,436,630円≫
・クーポン券換金費用　1,000×20,000枚＝20,000,000円
・事務費　4,033,300円×1.10＝4,436,630円
※総事業費のうちC欄（その他）3,857千円を一般財源
④市内で事業を行う宿泊施設事業者

－ R7.4 R7.9

昨年度の6・7月の市内宿泊者数である約8,000
人から2,000人増となる10,000人を目標とし、宿
泊事業者の売上増及びクーポン利用による地
域経済の活性化を図る。

R7補正（地）

6 R7_予備 推奨事業 ○
介護保険施設等物価高騰対策
事業

米国関税措置

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対
策支援

11,273 8,217 8,217 3,056

①物価高騰等の影響を受けている介護保険施設等の負担軽減を図るため、食
材料費の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金11,273千円≫
【食材料費】11,272,200円　
・入所系（35施設うち指定管理５施設）定員1,017人（うち指定管理138人）×＠
10,000円＝10,170,000円
・通所系（16施設うち指定管理５施設）定員334人（うち指定管理125人）×＠
3,300円＝1,102,200円
※県補助2,369千円（※基準額4,738,850円の１／２）
・入所系（30施設）定員879人×＠5,000円×１／２＝2,197,500円
・通所系（11施設）定員209人×＠1,650円×１／２＝172,425円
※総事業費のうちC欄（その他）2,369千円を県補助、一般財源687千円
④北秋田市内で事業を行う入所・通所系事業所

－ R7.6 R8.3

入所系34施設、通所系15施設、複合系１施設
（入・通所含む）へ食材料費を補助することによ
り、食材料費のコストカットに伴う品質低下を防
ぎ、安定的かつシームレスな介護サービスの提
供及び施設運営の維持・確保につなげる。

R7補正（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○
障害者支援施設等物価高騰対
策事業

米国関税措置

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対
策支援

7,848 5,448 5,448 2,400

①物価高騰の影響を受けている障害者支援施設等の負担軽減を図るため、食
材料費及び光熱水費等の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金7,848千円≫
【食材料費】7,847,200円
≪入所系17施設783人・通所系13施設780人（うち指定管理１施設20人）≫
・①入所定員31人×＠10,000円＝310,000円
※うち県補助31人×＠5,000円×１／２＝77,500円
・②入所定員752人×＠6,600円＝4,963,200円
※うち県補助752人×＠3,300円×１／２＝1,240,800円
・③通所定員780人×＠3,300円＝2,574,000円
※うち県補助760人×＠1,650円×１／２＝627,000円
※総事業費のうちC欄（その他）1,945千円を県補助、一般財源455千円
④北秋田市内で事業を行う障害者支援施設等（申請時点で北秋田市内におい
て障害福祉サービス等事業所の指定を受けて運営を継続している施設等）

－ R7.6 R8.3

物価高騰の影響を受けている市内障害福祉
サービス事業所へ食材料費を助成することによ
り、入所系17施設783人、通所系13施設780人
へこれまでと同様にそれぞれの障がいに合わ
せた健康的な食事を提供でき、安定的な障害
者支援施設の運営につなげ、休止や廃止に追
い込まれる施設が発生しないようにする。

R7補正（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ 保育所等物価高騰対策事業 米国関税措置

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対
策支援

4,050 3,738 3,738 312

①物価高騰の影響を受けている私立保育所等に対し、物価上昇分の食材料費
を補助することにより、保育所等の健全な運営と安心で安定した給食の提供を
行う。
②補助金
③≪補助金4,050千円≫
・市内私立保育所等７施設入園児数450人×＠9,000円＝4,050,000円
市内私立保育所等７施設（鷹巣中央85人、鷹巣東33人、南鷹巣70人、七日市14
人、綴子57人、あいかわ72人、しゃろーむ119人）
※総事業費のうちＣ欄（その他）一般財源312千円
※積算において、教職員分は含まれていない。
④市内の私立保育所等（７施設）

－ R7.6 R8.3

物価高騰（食料品価格）の影響を受けている私
立保育所等（７施設、児童450人）に対し、物価
上昇分の食材料費を補助することにより、保育
所等の健全な運営と安心で安定した給食の提
供を図り、すこやかな園児の成長につなげる。

R7補正（地）

9 R7_予備 推奨事業 ○ 医療施設物価高騰対策事業 米国関税措置

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対
策支援

2,711 2,502 2,502 209

①物価高騰の影響を受けている医療施設の負担軽減を図るため、食材料費の
高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金2,711千円≫
・民間医療施設　稼働病床数148床×＠5,400円＝799,200円
※民間医療施設は県補助も対象となることから１／２分補助
・指定管理施設　稼働病床数177床＠10,800円＝1,911,600円
※総事業費のうちC欄（その他）一般財源209千円
④指定管理施設（北秋田市民病院）、市内民間医療施設２施設

－ R7.6 R8.3

今般の物価高騰により影響を受けている有床
医療施設（病床数325床）に、食材料費高騰分
に対する支援を早急に行い、入院時に提供す
る食事の質の維持を図るとともに、医療施設の
経済的負担を軽減する。

R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

（単位：千円）

Ｂ２

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係
推奨事業メ

ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 自治体での予算区分⑨を選択した場合、より効果があると考
える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

　
【
Ｒ
６
経
済
対
策
等

】
差
押
禁
止
法
の
対
象
範
囲
　
※
事
務
連
絡
参
照


